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I. 最近の府令改正について

A) ディスクロージャーWG報告（2022年6月）を受けた開示府令等改正の全体像

B) 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示の導入

C) 【参考】サステナビリティ情報に関する開示のポイント

II. 開示の好事例について

A) 「記述情報の開示の好事例集」の概要

B) 「記述情報の開示の好事例集2022」（サステナビリティ情報等に関する開示）
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（注）上記の他、企業が他者と締結する重要な契約の開示要件の明確化、英文開示の促進についても取りまとめている

金融審議会ディスクロージャーWG報告（2022年６月公表）の概要

 ディスクロージャーワーキング・グループでは、昨今の経済社会情勢の変化を踏まえ、非財務情報開示の
充実と開示の効率化等についての審議を実施。これまでの審議に基づき、以下の内容を取りまとめ

非
財
務
情
報
開
示
の
充
実

開
示
の
効
率
化

有価証券報告書（法定）

非財務情報

 サステナビリティ

 コーポレート
ガバナンス

財務情報

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

第1四半期

第2四半期

第3四半期

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

ガ
バ
ナ
ン
ス

全般

 サステナビリティ情報の『記載欄』を新設
• 「ガバナンス」と「リスク管理」は、全ての企業が開示
• 「戦略」と「指標と目標」は、各企業が重要性を判断して開示

人的資本

 「人材育成方針」、「社内環境整備方針」を記載項目に追加

多様性

 「男女間賃金格差」、「女性管理職比率」、「男性育児休業取得率」
を記載項目に追加

四半期
決算短信
（取引所規則）

四半期
報告書
（法定）

四半期
決算短信
（取引所規則）

一本化

取締役会の機能発揮

 「取締役会、指名委員会・報酬委員会の活動状況」の『記載欄』
を追加

四半期開示の見直し

 金融商品取引法の四半期開示義務（第1・第3四半期）を廃止し、
取引所規則に基づく四半期決算短信に「一本化」

 「一本化」の具体化に向けた課題（義務付けのあり方、開示内容、
虚偽記載に対するエンフォースメント、監査法人によるレビュー
等）は、検討を継続

新設

年次報告

（
府
令
改
正
事
項
）

（
法
改
正
事
項
）

充実
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サステナビリティ開示を巡る国際的な動向と日本からの意見発信

 2021年11月3日、国際会計基準財団（IFRS財団）は、「国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）」の設置を公表。
IFRS財団の拠点について、官民一体で積極的に働きかけ、東京のISSB拠点としての活用が決定。

 IFRS財団は、気候変動開示基準について、2023年前半に最終化を予定。また、2023年前半にISSBの基準策定

における優先アジェンダ（例：自然資本、人的資本等）を決定するための市中協議を実施予定。日本からは、「サス
テナビリティ基準委員会」が国内の意見をまとめ、意見発信。

サステナビリティ
基準委員会
（SSBJ）

企業会計
基準委員会
（ASBJ)

財務会計基準機構（FASF）
（※国内の会計基準開発等を行う公益財団法人）

意
見
発
信

新設（2022年7月）

エマニュエル・

ファベール氏（仏）
（元ダノンCEO）

国際会計基準
審議会（IASB）

国際サステナビリティ
基準審議会（ISSB）

評議員会

新設（2021年11月3日設置公表）

拠点 メンバー

ロンドン
フランク
フルト サンフラ

ンシスコ

モントリ
オール

北京 東京

（協議を継続）

国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）の概要 日本からの意見発信

※議長1名・副議長2名のほかに、
日本人1名（小森博司氏）を含む
11名の理事が就任

議長

公的監視機関
「モニタリング・ボード」

金融庁がメンバー

※SSBJは、2022年1月から6月までは、SSBJ設立準備
委員会として活動

- 4 -（出所）エマニュエル・ファベール氏の顔写真はIFRS財団ウェブサイトから掲載

Ⅰ B



ISSB基準の公開草案

 2022年3月31日、国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）は全般的な開示要求事項（S1基準）及び気候関連
開示（S2基準）の基準に関する公開草案を公表。市中協議（コメント期限：2022年7月29日）を経て、2023年
前半に基準を最終化予定

全般的な開示要求事項
（S1基準）

気候関連開示
（S2基準）

ISSB基準の公開草案の概要

• 全ての重要なサステナビリティ関連のリスクと機会を開示するための全般的な開示要件
を設定 （例）重要性の判断、開示場所に関する要件等

• 企業の気候関連リスクと機会に関する開示要件を設定
• TCFDの4つの構成要素（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に基づき、TCFD 

の開示要件から一部追加あるいは詳細化した要件を設定
• TCFD との主な違いは、温室効果ガス（GHG）排出量のScope 3（注1）の開示の要求、及

び業種別指標の開示の要求

我が国のサステナビリティ基準委員会（SSBJ）は、2023年1月、以下の項目に関するプロジェクトを開始することを決定。
(1) ISSBのS1基準に相当する基準（日本版S1基準）の開発（日本版S1プロジェクト）
(2) ISSBのS2基準に相当する基準（日本版S2基準）の開発（日本版S2プロジェクト）

 ISSBよりS1基準及びS2基準の確定基準が2023年6月末までに公表されることを前提に、日本版S1プロジェクト及び日本
版S2プロジェクトは、以下の時期を目標とすることが考えられるとしている。

（参考）SSBJにおける現在開発中のサステナビリティ開示基準に関する今後の計画（2023年2月2日公表）

（注1）Scope 1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出、Scope 2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出、Scope 3 : Scope 1、Scope 2以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）
（出所）IFRS財団プレスリリース（2022年3月31日公表）、SSBJ「現在開発中のサステナビリティ開示基準に関する今後の計画」（2023年2月2日公表）
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1 公開草案の目標公表時期 2023年度中（遅くとも2024年3月31日まで）

2 確定基準の目標公表時期 2024年度中（遅くとも2025年3月31日まで）
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サステナビリティ開示に関する対応

 日本企業の創意工夫によりサステナビリティ開示が積み上がっている中、金融審議会（ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰﾜｰｷﾝｸﾞ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ）では、
有価証券報告書（法定書類）において、サステナビリティ情報の「記載欄」の新設を提言（2022年６月）

 将来的には、日本の「サステナビリティ基準委員会」が検討した具体的開示内容（開示基準）を、有価証券報告書のサステ
ナビリティ情報の「記載欄」に取り組むことを検討

有価証券報告書

（当初の開示項目）

• 「ガバナンス」、「リスク管理」

• 「戦略」、「指標・目標」は、各企業が重要性
を踏まえ判断

我が国における
サステナビリティの
具体的開示内容

（開示基準）

意見
発信

ISSB基準を踏まえた検討

将来的に取り込み

ISSB基準

サステナビリティ
基準委員会

現在

• 企業の気候変動、人的資本
などのサステナビリティ開示
は、統合報告書などの任意
開示が主流

金
融
審
議
会ﾃ゙

ｨｽ
ｸ
ﾛー

ｼ゙
ｬー

ﾜー
ｷ
ﾝ
ｸ゙
･

ｸ゙
ﾙー

ﾌ゚

報
告
の
提
言

※投資家の投資判断に必要な情報を記載

サステナビリティに関する考え方及び取組

新設

新設
（2022年7月）国際サステナビリティ

基準審議会（ISSB）

（
任
意
開
示
の
例
）

（日本）（グローバル）
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※ 有価証券報告書内の他の項目（経営方針、リス
ク等）と相互参照のほか、詳細情報は必要に応じて、
任意開示書類を参照
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サステナビリティ開示の概観

 有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取組」と「従業員の状況」に以下の事項を記載

気候変動

人的資本

多様性

サステナビリティ
共通

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標及び目標

サステナビリティに関する考え方及び取組［新設］

・ 女性管理職比率 ・男性育休取得率 ・男女間賃金格差

必要に応じて
定量情報を

定性情報で補足

追加

従業員の状況
必要に応じて
相互参照

戦略に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

リスク管理に関する事項

（開示）

指標・目標に関する事項

各企業が重要性
を踏まえ、開示を判断

ガバナンスに関する事項

（開示）

人材育成方針
社内環境整備方針

測定可能な指標
（インプット/アウトカム）
目標及び進捗状況

全企業全企業

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の枠で開示

重要な場合は、「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及び目標」の枠で開示

ISSB基準を踏まえ、SSBJで開示の個別項目を検討

＋ ＋

全企業 全企業

現在の記載事項
（従業員数、平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与）

Ⅰ B



（注1）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）」又は「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成3年法律第76号）」に基づく情報の公表義務（努力義務は含まない）のある企業が対象となる
（注2） 参照先の書類に明らかに重要な虚偽記載があることを知りながら参照するなど、当該参照する旨の記載自体が有価証券報告書の重要な虚偽記載になりうる場合を除けば、単に任意開示書類の虚偽記載のみをもって、金融商品取引法の罰則や課徴金が課されることにはならない

サステナビリティ情報の「記載欄」の新設に係る改正

 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報の「記載欄」では、「ガバナンス」及び「リスク管理」については
全ての企業が開示し、「戦略」及び「指標及び目標」については各企業が重要性を判断して開示する

（１）ガバナンス
サステナビリティ関連のリスク及び機会に対するガバナンス体制

（記載イメージ：取締役会や任意に設置した委員会等の体制や役割 等）

（２）戦略
サステナビリティ関連のリスク及び機会に対処する取組み
（記載イメージ：企業が識別したリスク及び機会の項目とその対応策 等）

人的資本について、人材育成方針や社内環境整備方針

（３）リスク管理
サステナビリティ関連のリスク及び機会を識別・評価・管理するために用いるプロセス

（記載イメージ：リスク及び機会の識別・評価方法や報告プロセス 等）

（４）指標及び目標
サステナビリティ関連のリスク及び機会の実績を評価・管理するために用い
る情報（記載イメージ： GHG排出量の削減目標と実績値 等）

人材育成方針や社内環境整備方針に関する指標の内容、当該指標による
目標・実績

女性管理職比率、男性育児休業等取得率、男女間賃金格差については、
「従業員の状況」で記載

有
価
証
券
報
告
書
（
主
な
項
目
）

第一部 企業情報

第1 企業の概況

 従業員の状況 等

第2 事業の状況

 経営方針、経営環境及び対処すべ
き課題 等

 サステナビリティに関する考え
方及び取組（新設）

 事業等のリスク

 経営者による財政状態、経営成績

及びｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰの状況の分析 等

第3 設備の状況

第4 提出会社の状況

 コーポレート・ガバナンスの状況

第5 経理の状況

 連結財務諸表、財務諸表 等

：

全企業が開示

重要性を判断
して開示

全企業が開示

全企業が開示

重要性を判断
して開示

全企業が開示

全企業が開示
(注1）

（記載に当たっての留意事項）
 詳細情報について、他の公表書類（統合報告書、データブック等）の参照も可能（注2）

 記載した将来情報が、実際の結果と異なる場合でも、一般的に合理的と考えられる範囲で具体
的な説明が記載されている場合には、直ちに虚偽記載等の責任を負うものではない

サステナビリティに関する考え方及び取組
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連結グループ

管理職に占める
女性労働者の割合

男性の育児休業等
取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な
記載欄（※3）

全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% （※4）・・・・・・
・・・・・・・・・・・

指
標
を
公
表
し
た
連
結
子
会
社
（※

１
）

提出会社及び
連結子会社

管理職に占める
女性労働者の割合

男性の育児休業等
取得率（※2）

男女の賃金の格差
任意の追加的な
記載欄（※3）

全労働者 うち正規雇用労働者 うちパート・有期労働者

提出会社 xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% ・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

連結子会社A xx.x% xx.x% xx.x% xx.x% xx.x%
・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・

・・・

多様性に関する指標の記載イメージ

 金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告（2022年６月公表）を踏まえて、有価証券報告書に
おいて、多様性に関する指標を追加（2023年３月期から適用）

 女性活躍推進法又は育児・介護休業法に基づき、女性管理職比率、男性の育児休業等取得率及び男女間
賃金格差の公表を行う企業は、有価証券報告書においても開示が求められる

- 9 -

従
業
員
の
状
況

任意

（※1）「従業員の状況」に記載しきれない場合は、主要な連結子会社のみを「従業員の状況」に記載し、それ以外を有価証券報告書の「その他の参考情報」に記載することも可能
（※2）女性活躍推進法に基づき雇用管理区分ごと（正規、パート等）の男性の育児休業取得率を公表した場合、有価証券報告書においても雇用管理区分ごとの実績を記載。また、育児・介護休業法
に基づく指標を公表する場合は、育児休業等、又は育児休業等＋育児目的休暇の、どちらの取得割合であるかを記載
（※3）数値の背景、各社の取組み、目標をより正確に理解できるよう、任意で、より詳細な情報や補足的な情報を記載することも可能
（※4）連結グループで記載する際に、海外子会社を含めた指標を記載するなど女性活躍推進法等と定義が異なる場合には、その指標の定義を記載する

有価証券報告書における多様性に関する指標の記載イメージ
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（注1）ISSB（国際サステナビリティ基準審議会）、IAASB（国際監査・保証基準審議会）、IESBA （国際会計士倫理基準審議会） （注2）ISSB、米国については、気候関連開示に関する規則案について記載
（注3）米国の「大規模」とは大規模早期提出会社（時価総額700百万ドル以上等の要件を満たす会社）のこと。「早期・非早期」とは、早期提出会社（時価総額75百万ドル以上700百万ドル未満等の要件を満たす会社）及び非早期提出会社（大規模早期提
出会社及び早期提出会社の要件を満たさない会社）のこと。「小規模」とは小規模報告会社（時価総額250百万ドル未満等の会社）のこと。
（注4）CSRDにおける「中小会社」は、従業員250人以下の企業 （注5）EU市場での純売上高が大きいEU域外企業グループ
（注6）英国では、2021年10月に政府がグリーンファイナンスに関するロードマップを公表。その中では、2023年以降の1～2年の取組みとして、ISSB基準を法定の年度報告に取り込むことなどが示されている。

我が国におけるサステナビリティ開示のロードマップ
（2022年12月公表の金融審議会ディスクロージャーワーキング・グループ報告において提示）

 我が国のサステナビリティ開示の充実に向けて、将来の状況変化に応じて随時見直しながら、以下のような
取組みを進めていくことが考えられる

2023年 2024年 2025年 2026年以降

ISSB（注1） －

日本 上場会社等

（金融商品取引
法適用会社）

位置付けの明確化
法定開示への取込みを検討

前提となる開示基準の策定や国内外の動向を踏まえて検討

「記載欄」を新設

SSBJ

有価証券報告書

米国 大規模

早期・非早期

小規模

2022年３月
公表の

SEC規則案

適用Scope1,2 2026年
合理的保証

適用Scope1,2 Scope3追加
限定的保証
（Scope1,2）

Scope3追加

適用Scope1,2

2023年前半
最終化予定（順次発効）

※合理的保証へ移行EU 従業員500人以上の
上場会社等

EU指令
CSRD・ESRS

上場中小会社

上記以外の上場会社等

適用
限定的
保証

2026年適用
限定的
保証

適用
限定的
保証

※合理的保証へ移行

IAASB（注1）

IESBA（注1）
－

• 新基準の開発
• 倫理規則の改訂

保証のあり方を議論（担い手、保証基準・範囲・水準、制度整備等）

人材育成（作成・保証・利用者）

• 新基準は2024年12月～2025年3月最終化予定
• 倫理規則は2024年12月最終化予定

EU域外企業（注5） 2028年適用
限定的
保証

第三者による保証

限定的保証
（Scope1,2）

公開草案承認
（2023年9月）

2027年
合理的保証

我が国における開示基準の検討

対象

その他の基準の検討

※ 米国のロードマップは、2022年３月
に公表されたSEC規則案ベース
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Ⅰ B



I. 最近の府令改正について

A) ディスクロージャーWG報告（2022年6月）を受けた開示府令等改正の全体像

B) 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示の導入

C) 【参考】サステナビリティ情報に関する開示のポイント

II. 開示の好事例について

A) 「記述情報の開示の好事例集」の概要

B) 「記述情報の開示の好事例集2022」（サステナビリティ情報等に関する開示）

- 11 -



（今回の改正の考え方）

 細かな事項は規定せず、各企業の現在の取組状況に応じて柔軟な記載が可能な枠組みです。2021年のコーポレートガバ

ナンスコード改訂により要請された開示を、有価証券報告書に記載することも考えられます。各企業の取組状況に応じて、

まずは2023年３月期の有価証券報告書の開示をスタートし、その後、投資家との対話を踏まえ、自社のサステナビリティに

関する取組の進展とともに、有価証券報告書の開示を充実することが考えられます （パブコメNo.67）

 現時点においては我が国における開示基準は定められておらず、各企業の取組状況に応じて記載いただきます （パブコ

メNo.80）

 当年度の有価証券報告書について、開示府令が求める開示事項を開示している場合には、翌年度以降、その開示内容を

拡充しても、当年度の有価証券報告書について虚偽記載等の責任を負うものではないと考えられます （パブコメNo.80）

（記載方法）

 「ガバナンス」、「リスク管理」、「戦略」、「指標及び目標」の４つの構成要素に基づく開示は必要ですが、具体的な記載方法

は詳細に規定しておらず、現時点では、構成要素それぞれの項目立てをせずに、一体として記載することも可能です。ただ

し、投資家が理解しやすいよう、４つの構成要素のどれについての記載なのかがわかるようにすることも有用です（今後、

国際的に、開示のプラクティスの進展により、開示の仕方に変化が生じる可能性はある点に留意） （パブコメNo.83）

（重要性）

 重要性については、各社において、「ガバナンス」と「リスク管理」の枠組みを通じて判断いただきます。また、「記述情報の

開示に関する原則」（2019年３月公表）では、「重要性は、投資家の投資判断にとって重要か否かにより判断すべき」、その

重要性は「その事柄が企業価値や業績等に与える影響度を考慮して判断することが望ましい」とされていること（同原則２

－２）が参考になります（なお、今後の国際サステナビリティ基準審議会（ISSB）基準の最終化や、我が国のサステナビリティ

基準委員会（SSBJ）において策定される基準の内容も踏まえ、同原則の改訂も検討） （パブコメNo.88）
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント①
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（「ガバナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標と目標」）

 企業において、自社の業態や経営環境、企業価値への影響等を踏まえ、サステナビリティ情報を認識し、その重要性を判

断する枠組みが必要となる観点から、「ガバナンス」と「リスク管理」については全企業が開示します。「戦略」と「指標及び

目標」については、各企業が「ガバナンス」と「リスク管理」の枠組みを通じて重要性を判断して開示します （パブコメ

No.101等）

 気候変動関連の情報についても、上記の枠組みで、その開示の要否を判断ください （パブコメNo.113）

 国内における開示基準が策定されていないサステナビリティ情報の記載に当たり、例えば、国際的に確立された開示の枠

組みであるＴＣＦＤ又はそれと同等の枠組みに基づく開示を行った場合には、適用した枠組みの名称を記載することが考え

られます （パブコメNo.117）

（「戦略」、「指標と目標」を記載しない場合）

 「戦略」と「指標及び目標」について、各企業が重要性を判断した上で記載しないこととした場合における当該判断やその根

拠は、必ず開示しなければならない事項ではないものの、投資家に有用な情報を提供する観点から、重要性がないと判断

するに至った検討過程や結論を具体的に記載していただくことが考えられます （パブコメNo.99）

（GHG排出量）

 GHG排出量のScope１及びScope２は、本改正において、必ず開示しなければいけない事項とはされておらず、プリンシプル

ベースのガイダンスである「記述情報の開示に関する原則」において、開示が望まれる事項としています。このため、開示

する場合には、各企業の取組状況に応じて柔軟な記載が可能です （パブコメNo.148）

 ISSBの公開草案では、サステナビリティ情報について、財務情報との結合性や、財務諸表と同じ報告期間を対象とすること

が求められていることを踏まえ、今後、望ましい開示実務の確立に向けて検討いただくことが期待されます （パブコメ

No.148等）
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント②
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（人材育成方針、社内環境整備方針、これらに関する指標及び目標）

 「サステナビリティに関する考え方及び取組」は、基本的には、連結会社ベースの指標及び目標を開示します。もっとも、例

えば、人材育成等について、連結グループの主要な事業を営む会社において具体的な取組み（関連指標の管理も含む）を

行っているものの、必ずしも連結グループの全ての会社では行われてはいない等の場合には、その旨を記載した上で、例

えば、連結グループの主要な事業を営む会社単体（複数ある場合にはそれぞれ）、又はこれらを含む一定のグループ単位

の指標及び目標の開示を行うことも考えられます （パブコメNo.166等）

 提出会社グループの男女間の管理職等に関する考え方等を記載することも考えられますが、これに限られず、各企業にお

いて判断可能です （パブコメNo.170）

（任意の保証）

 任意で保証を受けている旨を記載する際には、投資家の投資判断を誤らせないよう、例えば、保証業務の提供者の名称、

準拠した基準や枠組み、保証水準、保証業務の結果、保証業務の提供者の独立性等について明記することが重要です

（必要に応じて、このような取扱いを明確化する予定） （パブコメNo.147）
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント③
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（将来情報と虚偽記載の責任）

 有価証券報告書に記載した重要な将来情報と実際に生じた結果が異なることとなった場合であっても、一般的に合理的と

考えられる範囲で具体的な説明が記載されている場合には、直ちに虚偽記載等の責任を負うものではないこと、また、当

該説明の記載に当たっては、例えば、社内で合理的な根拠に基づく適切な検討を経ている場合には、その旨と、検討内容

（例えば、当該将来情報の記載に当たって前提とされた事実、仮定及び推論過程）の概要を記載することが考えられること

を明確化しました （パブコメNo.201）

 具体的な記載内容については、個別事案ごとに実態に即して判断されるが、例えば、以下を分かりやすく記載いただくこと

を想定しています （パブコメ No.214等）

 社内（例えば、取締役会等の社内の会議体等）で合理的な根拠に基づく適切な検討を行った場合、その旨、及び

 有価証券報告書に記載した将来情報に関する検討過程として、前提とされた事実、仮定（例えば、○頃までに●●

のような事象が起こる等）及びこれらを基に将来情報を導いた論理的な過程（推論過程）の概要
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント④
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（他の公表書類の参照）

 参照先の書類としては、「任意」に公表した書類のほか、他の法令や上場規則等に基づき公表された書類も含まれます

（パブコメNo.234等）

 参照先の書類内の情報は、基本的には、有価証券報告書の一部を構成しません （パブコメNo.281等）

 投資家が参照先の情報を容易に確認できるよう、参照先の書類の名称、ページ等を明記すること等が望まれます （パブ

コメNo.281等）

 有価証券報告書の記載内容を補完する詳細情報として、前年度の情報が記載された書類や将来公表予定の任意開示書

類を参照することも考えられます。将来公表予定の書類を参照する際は、公表予定時期や公表方法、記載予定の内容等

も併せて記載することが望まれます （パブコメNo.238等）

 各企業において、投資者の投資判断上、重要であると判断した事項については、有価証券報告書に記載する必要があり、

有価証券報告書の「サステナビリティに関する考え方及び取組」では、直近の連結会計年度に係る情報を記載する必要が

あります （パブコメNo.238等）

 ただ、その記載に当たって、情報の集約・開示が間に合わない箇所がある場合等には、概算値や前年度の情報を記載す

ることも考えられます。この場合には、概算値であることや前年度のデータであることを記載して、投資者に誤解を生じさせ

ないようにする必要があります。概算値を記載した場合であって、後日、実際の集計結果が概算値から大きく異なる等、投

資家の投資判断に重要な影響を及ぼす場合には、有価証券報告書の訂正を行うことが考えられます （パブコメNo.238
等）
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント⑤
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（ウェブサイトを使った参照）

 ウェブサイトを参照することも考えられますが、その際は、以下のように、投資家に誤解を生じさせないような措置が考えら

れます （パブコメNo.257等）

 更新の可能性がある場合は、その旨及び予定時期を有価証券報告書等に記載した上で、更新した場合には、更新

箇所及び更新日をウェブサイトにおいて明記する

 有価証券報告書等の公衆縦覧期間中は、継続して閲覧可能とする

（参照先の修正）

 URL又は参照先の情報に修正があった場合、個別判断ですが、必ずしも訂正報告書等の提出を求めるものではありませ

ん。当該情報は、有価証券報告書等における記載内容を補完する情報であることから、例えば、以下が考えられます （パ

ブコメNo.263等）

 参照先の情報が修正され、これに伴い、有価証券報告書等の必要的記載事項に変更がある場合には、訂正報告書

を提出することが必要です

 参照先のURLが次年度の有価証券報告書が提出されるまでの間に変更された場合には、訂正報告書等を提出する

ことが望まれます
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「サステナビリティに関する考え方及び取組」の開示に関するポイント⑥
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（女性管理職比率等の開示対象となる会社）

 提出会社やその連結子会社が、女性活躍推進法等により当事業年度における女性管理職比率等（女性管理職比率、男

性育児休業取得率及び男女間賃金差異）の公表を行わなければならない会社に該当する場合は、有価証券報告書等に

おいて開示が求められます （パブコメNo.7等）

 提出会社が女性活躍推進法等の規定による公表を行っておらず、連結子会社のみが当該公表を行っている場合は、提出

会社の有価証券報告書等では、連結子会社に関する指標のみを開示します （パブコメNo.25）

 女性活躍推進法等により女性管理職比率等の公表を行わなければならない連結子会社は、重要性に関係なく、有価証券

報告書等において開示が求められます （パブコメNo.21）

（記載方法、記載内容）

 女性活躍推進法等に基づいて公表済みの最新の情報をそのまま記載すれば足り、情報の基準日については、有価証券

報告書等の提出日時点の最近日等である必要はありません （パブコメNo.11）

 女性管理職比率等に関する計算方法や定義は、企業負担や統一的な情報提供の観点から、女性活躍推進法等の定めに

従うこととしています（加えて、任意で企業独自に算出した数値等を記載することも可能） （パブコメNo.39、41等）

 記載場所について、有価証券報告書の「従業員の状況」欄には、企業の判断により、主要な連結子会社のみに係る女性

管理職比率等を記載し、それ以外の分は有価証券報告書の「その他の参考情報」に記載することが可能です （パブコメ

No.21）

 女性活躍推進法の枠組みにおいて、任意で、より詳細な情報や補足的な情報を記載することも可能とされているため、有

価証券報告書においても同様の記載が可能であることを明確化しました （パブコメNo.3等）
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「従業員の状況」における女性管理職比率等の開示に関する主なポイント①
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



（連結ベースの開示）

 女性管理職比率等については、今回は、プリンシプルベースのガイダンスである開示原則において、連結ベースの開示に

努めるべきである旨を明記しています （パブコメNo.13）

 女性管理職比率等については、「連結ベース」で開示することまでは義務付けていません。そのため、連結ベースで開示す

る場合には、例えば、有価証券報告書における他の記載事項と同様に「連結会社」ベース（連結財務諸表規則２条５号に

おいて規定）で開示するほか、企業において、投資家に有用な情報を提供する観点から、提出会社グループのうち、より適

切な範囲を開示対象とすることも考えられます（この際、当該グループの範囲を明記することが重要） （パブコメNo.43 ）

（その他）

 女性活躍推進法等による公表義務のある連結子会社のうち、有価証券報告書の提出日までに女性活躍推進法等による

公表が行われず、後日公表予定である会社がある場合や、提出会社において連結子会社の公表した情報の集約が困難

な場合には、その旨と提出日までに記載可能な情報を記載した上で、後日、未記載分を追加するため、有価証券報告書の

訂正を行うことが考えられます（適用初年度の翌年度以降は、投資家へわかりやすく情報提供する観点から、有価証券報

告書の提出時に連結子会社分もまとめて開示することが望ましいと考えられます） （パブコメNo.12等）
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「従業員の状況」における女性管理職比率等の開示に関する主なポイント②
（パブリックコメントに対する金融庁の考え方の概要）（2023年1月31日公表）

Ⅰ C



I. 最近の府令改正について

A) ディスクロージャーWG報告（2022年6月）を受けた開示府令等改正の全体像

B) 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示の導入

C) サステナビリティ情報に関する開示のポイント

II. 開示の好事例について

A) 「記述情報の開示の好事例集」の概要

B) 「記述情報の開示の好事例集2022」（サステナビリティ情報等に関する開示）
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○ それぞれの開示例では、好事例として着目したポイントを青色のボックスにコメント。

⇒ 青色のボックスのコメントを参考に、当該開示例の要素が有価証券報告書に取り込まれることを期待。

○ 2019事務年度は、好事例集に｢役員の報酬等｣の項目を追加（2019年11月）するとともに、既存の項目を更
新（2019 年12月）。

○ 2020事務年度は、新たに「新型コロナウイルス感染症」と「ＥＳＧ」に関する項目を追加し、「記述情報の
開示の好事例集2020」として公表（2020年11月）。既存の項目も随時更新（2021年３月最終更新）。

○ 2021事務年度は、社会的な関心が高まっている項目である「サステナビリティ情報」に関する開示を先行し
て取りまとめ、｢記述情報の開示の好事例集2021｣として公表（2021年12月）。既存の項目も随時更新
（2022年３月最終更新）。

○ 2022事務年度は、2023年１月に改正した「企業内容等の開示に関する内閣府令」を踏まえ、新たに開示が
求められる「サステナビリティ情報」に関する開示等を取りまとめ、「記述情報の開示の好事例集2022」と
して公表（2023年１月）。

 2019年3月に初めて公表した「記述情報の開示の好事例集」について、投資家・アナリスト及び企業
からなる勉強会を開催し、その後に公表された有価証券報告書における好事例を公表・更新

記述情報の開示の好事例集

「記述情報の開示の好事例集」の概要
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I. 最近の府令改正について

A) ディスクロージャーWG報告（2022年6月）を受けた開示府令等改正の全体像

B) 有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示の導入

C) サステナビリティ情報に関する開示のポイント

II. 開示の好事例について

A) 「記述情報の開示の好事例集」の概要

B) 「記述情報の開示の好事例集2022」（サステナビリティ情報等に関する開示）
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目 次

１.「環境（気候変動関連等）」の開示例
● 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 1-1〜1-3
●● カゴメ株式会社 1-4〜1-5
● ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社 1-6〜1-7
● Ｊ．フロント リテイリング株式会社 1-8〜1-9
●● セイコーエプソン株式会社 1-10〜1-11
● 株式会社リコー 1-12〜1-13
● 不二製油グループ本社株式会社 1-14
● 株式会社 丸井グループ 1-15
● 株式会社髙島屋 1-16〜1-17
● 株式会社中国銀行 1-18〜1-20
● 株式会社滋賀銀行 1-21〜1-22
● 双日株式会社 1-23〜1-24
● 大東建託株式会社 1-25
● 株式会社サンゲツ 1-26
● コスモエネルギーホールディングス株式会社 1-27
● イリソ電子工業株式会社 1-28〜1-29
● ＡＺ−ＣＯＭ丸和ホールディングス株式会社 1-30〜1-31
● 豊田合成株式会社 1-32
● 東急不動産ホールディングス株式会社 1-33
● 三機工業株式会社 1-34
● 株式会社ヤマダホールディングス 1-35
● 味の素株式会社 1-36

〇有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示例

●：サステナビリティに関する考え方及び取組（人的資本関連）

●：従業員の状況（女性管理職比率、男性育児休業取得率及び男女間賃金格差）

●：サステナビリティに関する考え方及び取組（全般（気候変動関連等））
（改正内閣府令で新たに求められている記載項目の参考となる事例等）

●：上記（改正内閣府令に関する事例）以外の好事例

（番号）

※以下、「記述情報の開示の好事例集2022」を一部抜粋・加工
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目 次（続き）

２.「社会（人的資本、多様性 等）」の開示例
●● 株式会社 丸井グループ 2-1〜2-3
●●● 双日株式会社 2-4〜2-7
●●● カゴメ株式会社 2-8〜2-11
●● 三井物産株式会社 2-12〜2-13
●●● 株式会社サンゲツ 2-14〜2-17

● Ｊ．フロント リテイリング株式会社 2-18
● ● オムロン株式会社 2-19〜2-21
●● アンリツ株式会社 2-22

● 豊田合成株式会社 2-23
● 東急株式会社 2-24
● 株式会社リコー 2-25
● 帝人株式会社 2-26
● 株式会社ひろぎんホールディングス 2-27
● 株式会社村田製作所 2-28
● 株式会社髙島屋 2-29
● 株式会社キッツ 2-30
● コスモエネルギーホールディングス株式会社 2-31
● 不二製油グループ本社株式会社 2-32〜2-33

● 旭化成株式会社 2-34
多様性
人材

：女性活躍、ダイバーシティの推進に関する開示

：人的資本への投資、働き方に関する開示

：デジタルトランスフォーメーションに関する開示DX

：サステナビリティ経営、マテリアリティに関する開示経営

：SDGsと事業との関連性に関する開示

（特に好事例として注目した項目）

SDGs

経営

人材 多様性

経営 人材 多様性

経営 人材 多様性

経営 人材 多様性

人材 多様性

人材 DX

経営

SDGs

経営 人材 DX多様性

経営 人材 多様性

経営 人材 多様性

経営 人材 多様性

多様性

人材 多様性

人材

人材 多様性

経営 人材 多様性

経営 人材 多様性

SDGs経営 人材 多様性

経営

〇有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示例

人材 多様性

（番号）

多様性

●：サステナビリティに関する考え方及び取組（人的資本関連）

●：従業員の状況（女性管理職比率、男性育児休業取得率及び男女間賃金格差）

●：サステナビリティに関する考え方及び取組（全般（気候変動関連等））
（改正内閣府令で新たに求められている記載項目の参考となる事例等）

●：上記（改正内閣府令に関する事例）以外の好事例
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【参考】改正内閣府令の概要及び新たに求められる記載項目の参考となる開示例

• サステナビリティ情報の記載欄を新設し、「ガ
バナンス」、「戦略」、「リスク管理」、「指標及
び目標」の開示を求める

 「戦略」及び「指標及び目標」については、
各企業が重要性を踏まえて開示を判断

 人的資本について、「人材育成方針」や
「社内環境整備方針」及び当該方針に関
する指標の内容や当該指標による目標・
実績を開示

第一部 企業情報

第1 企業の概況

 従業員の状況 等（充実）

第2 事業の状況

 経営方針、経営環境及び対処すべき課題
等

 サステナビリティに関する考え方及び取組
（新設）

 事業等のリスク

 経営者による財政状態、経営成績及び
ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰの状況の分析 等

第3 設備の状況

第4 提出会社の状況

 コーポレート・ガバナンスの状況等

• コーポレート・ガバナンスの概要
（充実）

• 役員の状況

• 監査の状況 等（充実）

第5 経理の状況

 連結財務諸表、財務諸表 等
：

サステナビリティに関する考え方及び取組

既存項目に加え、以下の開示を求める
• 「女性管理職比率」
• 「男性育児休業取得率」
• 「男女間賃金格差」

従業員の状況

コーポレート・ガバナンスの概要

• 既存項目に加え、「取締役会、指名委員会
及び報酬委員会等の活動状況」の開示を求
める

改正後の有価証券報告書（主な項目）

監査の状況

• 既存項目に加え、「内部監査の実効性を確
保するための取組（デュアルレポーティング
を含む）」の開示を求める

改正後、新たに求められる記載項目（主な項目） 参考となる開示例の番号※

今後、更新予定の
好事例集において掲載

２-６、２-７、２-９、
２-12、２-15、２-16、
２-22、２-24～27

２-１、２-６、２-12、
２-24

２-３

１-１～４、１-６～９、
１-11～36

２-１、２-２、２-６～13、
２-15、２-17、２-21、
２-23、２-34

※開示例の右上にある番号となります。
目次の番号を参照ください。
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有価証券報告書におけるサステナビリティ情報に関する開示
「環境（気候変動関連等）」の開示例
記述情報の開示の好事例集2022 金融庁 2023年１月31日

：サステナビリティに関する考え方及び取組（全般（気候変動関連等））
（改正内閣府令で新たに求められている記載項目の参考となる部分等）

：上記（改正内閣府令に関する事例）以外で好事例として着目したポイント
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投資家・アナリストが期待する主な開示のポイント：気候変動関連等

• TCFD提言の４つの枠組み（ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）に沿った開示は、引き続き有用

• TCFD提言に沿った開示を行うにあたり、財務情報とのコネクティビティを意識し、財務的な要素を含めた

開示を行うことは有用

• リスク・機会に関する開示について、一覧表で、定量的な情報を含めた開示を行うことは有用

• トランジションやロードマップといった時間軸を持った開示を行うことは、海外の気候変動に関する開示

でも重視されており有用

• サステナビリティ情報に関する定量情報について、前提や仮定を含め開示することは有用

• 実績値を開示することは、引き続き有用

- 27 -
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【開示の充実化に当たっての課題】

• 任意開示書類と比較すると、法定開示書類である有価証券報告書では、これまでミスリードを防ぐとい

う観点からも保守的な開示を行ってきた経緯があり、気候変動関連のテーマを新たに取り上げることに

対して、ハードルが高い印象があった。

• シナリオ分析において、気候変動によるリスク等の財務影響を、どのように定義して算出するかという点

に課題があった。

【対応策とその効果】

• まずは任意報告書での開示を準備期間として進め、その後、有価証券報告書まで開示対象を広げた。

段階的に開示を進めることで、定量情報の開示を含め、社内での反対意見は特段なかった。

• 財務影響の算出基準に明確なものがないため、まずは自社で算出した情報を外部に開示し、資本市場

との対話を行う中で、そこでの指摘を踏まえ、開示内容の見直しを含め、継続的に改善を行っていくこと

を基本的な方針としている。

• TCFD賛同の前から広報IR部を中心にTCFDに関する情報を社内で共有・啓蒙していたこと、また、長期ビ

ジョンの中で環境への貢献を重要テーマとして位置付けていることが、見えない後押しになった。

好事例として取り上げた企業の主な取組み（セイコーエプソン株式会社）
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● ＡＺ−ＣＯＭ丸和ホールディングス株式会社※（1/2）有価証券報告書（2022年3月期） P16-18
「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例

【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋

区分 種類
想定される気候変動リスク・

機会
事業活動への影響 時間軸 評価

移行
リスク

政策・
法規制

GHG排出／削減に関する法規制
の強化

炭素税や新たな税制（カーボンプライシン
グ）導入によるコストの増大

中期 大

排ガス規制等の導入による事業活動の制限、
協力会社（傭車）の減少

中期 中

技術

GHG排出／削減に配慮した設備
投資・消耗品の購買

低炭素車両の導入（EV／FCV）、付帯設備
の投資（機器・土地）、排ガス抑制装置の
増設

中期 大

太陽光発電設備等の導入に伴う設備投資の
増加

中期 中

市場

顧客・消費者ニーズの変化 気候変動に係る顧客の取引先選定基準への
未適合による取引停止（売上・利益の喪
失）

長期 大

インフラ整備の不足・遅延 充電・水素ステーション等のインフラ整備
不足による低炭素車両（EV／FCV）による
事業範囲の制限

中期 大

地政学的リスクによる燃料価
格の高騰

燃料（ガソリン・電気等）価格の高騰によ
るコストの増大

短期 中

評判
情報開示不足による企業価値
毀損

気候変動対策・GHG排出量等の情報開示不
足による株価低迷・企業価値の毀損 中期 大

ＴＣＦＤ提言に沿った情報開示

①ガバナンス

当社は気候変動に係る対応を経営上の重要課題と認識し、サステナビリティ委員会を中心

とするガバナンス体制を構築するとともに、取締役会による監督を行っております。

≪取締役会による監督体制≫

取締役会は、気候変動に関するリスクと機会に係る課題について、毎年一回、サステナビリ

ティ委員会より取組状況や目標の達成状況の報告を受け、モニタリングします。また、新た

に設定した対応策や目標を監督します。

≪気候変動に係る経営者の役割≫

気候変動に係る事項は、代表取締役社長が統括します。また、代表取締役社長はサステナビ

リティ委員会の委員長として気候変動が事業に与える影響について評価し、対応策の立案及

び目標の設定を行い、達成状況の管理を統括します。

≪サステナビリティ委員会≫

サステナビリティ委員会は、気候変動に係る事項を含むマテリアリティ（重要課題）の特定

やＥＳＧ・ＤＸへの対応を含むサステナビリティ戦略及び中期経営計画の策定について審議

し、取締役会に答申します。

サステナビリティ委員会の委員長は代表取締役社長が務め、副社長執行役員、専務執行役員

、常務執行役員、及び副社長執行役員が指名した者において構成され、気候変動が事業に与

える影響について、毎年一回評価を行い、識別したリスクの最小化と機会の獲得に向けた方

針を示し、対応策の検討・立案及び目標の設定を行います。また、目標の達成状況を審議し

、毎年一回、取締役会に報告し、監督を受けています。

≪気候変動に係る所管部署≫

コーポレート部は、サステナビリティ委員会の事務局を担当するとともに、気候変動を含む

サステナビリティ戦略に係る企画・立案及び管理を行い、全社的な気候変動に係る対応の推

進を担い、気候変動に係る事項を含むサステナビリティ戦略を検討・立案し、サステナビリ

ティ委員会に提言します。

当社グループの気候変動に係るガバナンス体制図は、以下のとおりです。

②戦略

事業活動に影響を与えると想定される気候変動リスク・機会について特定し、財務インパ

クトの評価を実施し、その評価結果を踏まえ、特に影響の大きいリスクの軽減ないし機会の

獲得に向けた対応策を検討しております。

（１） （２）

物理
リスク

急性

激甚災害の発生 被災エリアの物流網（トラック・鉄道・船
舶等）の寸断、センター機能不全、従業員
の死傷等による事業停止

長期 中

慢性

平均気温の上昇 遮熱装置・空気循環・冷房設備等の設置に
よる新規センター開設時の建設コストの増
大

短期 中

気象パターンの変化 気象災害（風水害・雪害等）による従業員
の死傷、交通網の遮断、事故の多発等 中期 中

機会

資源
効率化

輸送手段の多様化 環境負荷の低い輸送手段による新たな事業
機会の創出（鉄道コンテナ、ＲＯＲＯ船、
航空貨物、連結トラック、ドローン輸送
等）

長期 大

製造・流通プロセスの効率化 拠点集約やサプライチェーンの垂直統合に
よる物流効率化による新たな事業機会の創
出（SIPスマート物流、シェアリングス
トック、共同物流、客貨混載）

長期 大

製品・
サービ
ス

新たなサービスの開発 災害時の車両提供、サプライチェーン復旧
支援、災害備蓄品の輸送・保管、BCP策定
支援等のリスク対応商品の開発

中期 中

（１）ガバナンス体制について、経営者や各機関・組織の役割を具体的に記載
（２）リスク・機会の項目ごとに事業活動への影響、時間軸及び評価を端的に記載

※2022年3月期当時の社名は、株式会社丸和運輸機関。その後、社名変更
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● ＡＺ−ＣＯＭ丸和ホールディングス株式会社（2/2）有価証券報告書（2022年3月期） P16-18
「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例

④指標と目標

気候関連リスク・機会を管理するための指標として温室効果ガス（Scope１・２・３）排

出量を指標と定め、中長期的な温室効果ガス排出量削減目標を設定し、目標達成に向けて取

り組んでおります。

※現在の目標値はパリ協定の WB2℃目標に則っていますが今後は SBTイニシアチブの基準（1.5℃目標）

を含め目標値の見直しを検討してまいります。

※2035年度迄にScope3カテゴリ1に該当する主要なサプライヤーに対し、自主削減目標を設定するよう支

援します。

③リスク管理

気候変動に係るリスクの管理は、代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会

にて識別・評価し、定期的に取締役会に報告しております。

≪気候変動に係るリスクを識別・評価するプロセス≫

気候変動を含むサステナビリティ戦略の推進を所管するコーポレート部にて、社内の関係

部署及びグループ会社に係るリスク及び機会の特定を指示し、リスクを識別し、サステナ

ビリティ委員会に報告します。

サステナビリティ委員会は、識別された気候変動に係るリスクについて気候関連リスクの

潜在的な大 きさとスコープを評価し、重要度に応じて対応策を検討したうえで、目標を設

定し、取締役会に報告します。

取締役会は、気候変動に係るリスクについて、対応策や設定した目標を監督します。

≪気候変動に係るリスクを管理するプロセス≫

コーポレート部は、気候変動を含むサステナビリティ戦略の企画・立案及び管理を行い、

全社的な気候変動に係るリスクへの対応を推進するとともに、取組状況をサステナビリ

ティ委員会に報告します。また、識別した気候変動に係るリスクについて、リスク管理規

程に基づきリスク管理委員会に報告します。

サステナビリティ委員会は、識別・評価したリスクの最小化に向けた方針を示し、コーポ

レート部を通じて社内の関係部署及びグループ会社に対応を指示します。また、対応策の

取組状況や設定した目標の進捗状況について、取締役会に報告します。

≪組織全体のリスク管理への統合プロセス≫

定期的に開催されるリスク管理委員会にて、各リスク所管部署からの報告内容を評価し、

全社リスクの把握と適切な対応を審議し、取締役会に報告します。

気候変動に係るリスクについてはコーポレート部を所管部署と定めて報告を受け、組織全

体のリスク管理の観点から適切な対応を決定します。

取締役会は、リスク管理委員会から気候変動に係るリスクを含む統合したリスク管理の状

況と対応について報告を受け、監督を行います。

【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋

機関・組織 機能・役割

取締役会
・気候変動に係るリスクの管理状況についてサステナビリティ委員会及

びリスク管理委員会より報告を受け、監督する。

サステナビリティ委員会
・気候変動に係るリスクを評価し、対応策を検討し、目標を設定する。
・識別されたリスクの最小化に向けた方針を設定し、対応を指示する。
・対応策の取組状況や設定した目標の進捗状況を取締役会に報告する。

リスク管理委員会 ・組織全体のリスク管理の観点から対応を決定し、取締役会に報告する。

コーポレート部

・社内の関係部署及びグループ会社に気候変動に係るリスクの特定を指
示する。

・リスクを識別し、全社的な気候変動に係るリスクへの対応を推進する。
・識別したリスクをサステナビリティ委員会及びリスク管理委員会へ報

告する。

項目 基準年 2020年度実績 目標年 目標値

Scope1・2 2020年度 40,805 t-CO2 
2030年 25％削減
2050年 75％削減

Scope3 2020年度 133,541 t-CO2 
2030年 25％削減
2050年 75％削減

当社グループの気候変動に係るリスク管理プロセス図は、以下のとおりです。

▪ リスク管理のプロセスについて、各機関・組織の役割を具体的に記載
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● 株式会社中国銀行（1/3）有価証券報告書（2022年3月期） P13-16 
【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

(6) 気候変動への対応とＴＣＦＤ（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）

提言への取組状況

当行グループでは、気候変動への対応を重要課題と捉え、地域のリーディングバ

ンクとして気候変動問題に対して先導的に取組みをおこない、地域・お客さまの持

続的な成長を支援するため、2021年５月にＴＣＦＤ（気候変動関連財務情報開示タ

スクフォース）に対する賛同を表明しました。

１．ガバナンス

気候変動への取組姿勢

当行グループでは、経営理念や経営ビジョンのもと、ちゅうぎんＳＤＧｓ宣言で

「地域経済・社会」「高齢化」「金融サービス」「ダイバーシティ」「環境保全」

の５つの重点課題を定めています。「環境保全」では、脱炭素や気候変動を特に重

要性の高い課題と認識し、これまでの気候変動に関する取組みをより一層推進する

とともに、ＴＣＦＤ提言に沿った情報開示の充実を図っています。

監督体制

当行グループのサステナビリティ経営への取組強化を目的として、2022年４月に

「ＣＳＲ委員会」「人権・同和問題研修委員会」を統合し、「サステナビリティ委

員会」を新設しました。サステナビリティ委員会では、サステナビリティ課題の特

定や見直しをはじめとして、気候変動や生物多様性などの「環境問題」やダイバー

シティや労働環境、人権などの「社会問題」に関する施策・方針、取組状況などに

ついて審議・議論をおこなっています。

気候変動に関する重要事項等については、サステナビリティ委員会および常務会

での審議・議論を経て、取締役会へ付議・報告をおこなっています（年１回以上）。

取締役会による審議結果は、経営戦略やリスク管理・評価に反映させる体制として

います。

取締役会は、気候変動関連の議案（目標設定や取組みの進捗状況等）について監

督の役割を担っています。

サステナビリティ委員会では、気候変動を含む環

境課題や社会課題に対する施策や方針などのサステ

ナビリティに関する事項について年４回の頻度で審

議・議論を深めています。同委員会は、頭取を委員

長として、経営、リスク管理、営業部門をはじめと

した部署の担当役員、部長、グループ各社社長など

のメンバーで構成しています。

２．戦略

気候変動に関する経営戦略

社会課題・環境課題を経営上のサステナビリティ課題として認識し、「地域社会の

発展への貢献」と「企業価値の向上」の永続的な好循環を創り出すことを目指し、

2022年４月に「ちゅうぎんグループサステナビリティ基本方針」を制定しました。中

でも、気候変動は当行グループおよびステークホルダーにおける重要課題であり、グ

ループ経営理念や経営ビジョンにもとづきサステナビリティ経営の戦略の一つとして

取組みを強化していきます。

リスクと機会

気候変動に関する経営戦略策定やリスク管理強化には、気候変動関連のリスクと機

会を評価し、お取引先ならびに当行への影響を把握することが重要な視点と考えます。

気候変動による影響の把握は、シナリオ分析により行います。気温上昇を２℃未満

に抑える「２℃シナリオ※１」、低炭素化が進まない「４℃シナリオ※２」を用い、

「移行リスク」「物理的リスク」「機会」を把握します。
※１ ２℃シナリオ・・・厳しい気候変動に対する対策をとれば、世界平均気温が産業革命時期

比で0.9～2.3℃上昇に抑えられるシナリオ
※２ ４℃シナリオ・・・現状を上回る温暖化対策をとらなければ、世界平均気温が産業革命時

期比で3.2～5.4℃上昇することが想定されるシナリオ

（シナリオ定義）

（リスクと機会）

▪ ガバナンス体制について、各機関・組織の関係やサステナビリティ委員
会の役割等を具体的に記載

「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例
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● 株式会社中国銀行（2/3）有価証券報告書（2022年3月期） P13-16 
【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

炭素関連資産

「石油・ガス・石炭」「電力ユーティリティー」セクターの当行貸出金等

に占める割合は、「2.3％」となっています。

なお、2021年ＴＣＦＤ改訂付属書にもとづく炭素関連資産（※）の割合は、

「31.9％」となっています。
（※）炭素関連資産は、「石油・ガス・石炭」「電力ユーティリティー」「運輸」「素

材・建築物」「農業・食糧・林業製品」セクターと再定義され、当行では日銀業
種分類をベースにお取引先の主たる事業に該当する業種を対象セクターと見做し
集計。

ビジネス機会への取組み

気候変動対応をビジネス機会として捉え、お客さまの脱炭素への移行やＳ

ＤＧｓ／ＥＳＧの取組支援として、関連する各種サービスや商品の提供や商

品開発を積極的におこなっています。中長期的な目線でお取引先や地域のお

客さまの課題やニーズを理解し、気候変動対応や脱炭素社会への移行の支援

をおこなうことで、投融資をはじめとしたソリューションの提供などのビジ

ネス機会の創出・拡大に取組んでいます。

▪ シナリオ分析の結果について、与信コストに与える影響額を含めて端的
に記載

「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例
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【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

３．リスク管理

当行では、統合的なリスク管理として、「信用リスク」「市場リスク」「流動性

リスク」「オペレーショナル・リスク」を管理しています。気候変動に伴うリスク

については、「信用リスク」「オペレーショナル・リスク」など当行が定めるリス

クカテゴリーごとに影響を把握し、サステナビリティ委員会にて定期的にリスクの

識別・評価をおこない、管理する体制としています。

気候変動に伴うリスクを「将来の不確実性を高める要素」と捉え、統合的なリス

ク管理など既存のリスク管理プロセスへの反映を検討しています。

2021年４月に「責任ある投融資に向けた取組方針」を定め、環境や社会に対し負

の影響を与える可能性がある投融資については慎重に判断し、その影響を低減・回

避するよう努めるものとしており、加えて特定の業種・セクター（兵器製造、石炭

火力発電所の新設、違法伐採や人権侵害の恐れのあるパーム油農園開発・森林伐採

事業）に対する投融資は十分に留意した対応をおこなっています。

気候変動に関するシナリオ分析結果を踏まえ、気候変動への対応や脱炭素社会へ

の移行に向け、お客さまとの対話（エンゲージメント）を強化します。お客さまご

との課題やニーズを深く理解しソリューションを提供することで、ビジネス機会の

創出や管理の強化によるリスク低減に取組んでいきます。

４．指標と目標

ＣＯ₂排出量の削減目標

カーボンニュートラルの達成を目指し、当行のエネルギー使用に伴うＣＯ₂排出量

に関する新たな削減目標を設定しました。

引き続き使用エネルギー量の削減をおこなうとともに、今後はクリーンエネル

ギーへの切替えなどによる対応を進めていくことで目標達成に向けて意欲的に取組

んでいきます。

● 株式会社中国銀行（3/3）有価証券報告書（2022年3月期） P13-16 

▪ CO2排出量（Scope1~2）の推移状況を定量的に記載

当行のＳｃｏｐｅ１、２のＣＯ₂排出量推移は次のグラフのとおりです。

Ｓｃｏｐｅ３（Ｓｃｏｐｅ１、２以外の間接排出）については、今後の開示に向けた検討を

進めています。

「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例
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③ 気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）への対応

ガバナンス

カゴメグループは事業の最大のリスクを原料調達の途絶と考えています。地球温暖
化による異常気象は、原料産地に大きな被害を及ぼします。このリスクを回避すべく、
温室効果ガスの排出量を削減し、地球温暖化防止への取り組みを加速するため、2018
年の取締役会で決議したCO2の中長期削減目標を2021年に見直しました。

代表取締役社長は、ISO14001に則ったカゴメ環境マネジメントシステムにおいて、
トップマネジメントとして気候変動を含む当社の全ての環境活動を統括しています。
社長は、環境に関する方針を掲げ、年２回のマネジメントレビューを通して環境マネ
ジメントシステムの有効性を評価し、その改善を指示する責任と権限を有しています。

戦略

気候変動の顕在化は農作物を原料とする当社にとって大きなリスクになるととも
に、長年蓄積された技術を活用することで機会にもなり得ます。下記はカゴメグ
ループにおけるリスクとその対応策及び機会の一例です。
＜カゴメグループのリスク対応策及び機会の一例＞

※ 詳細については、Webサイトをご覧ください。
https://www.kagome.co.jp/company/csr/environment/activity/globalwarming/

これらの気候変動のリスクと機会は、事業活動そのもののリスクや機会であるた
め、その他のリスクとともに事業計画に組み込まれています。

リスク管理

当社はリスク管理の統括機関として「リスクマネジメント統括委員会」を設置し、
代 表取締役社長を議長として、リスクの対応方針や課題について、優先度を選別・
評価し迅速な意思決定を図っています。特定した気候変動に関するリスク及び機会は
環境マネジメント３ヶ年計画※の中で課題化し、全社で取り組んでいます。
※ カゴメ環境マネジメント計画の課題とKPIについては、ホームページをご覧ください。

https://www.kagome.co.jp/company/csr/environment/plan/

指標と
目標

当社は、2050年までに当社グループの温室効果ガス排出量を実質ゼロにすることを
目指して、2030年に向けた温室効果ガス排出量の削減目標を策定し、SBT（Science 
Based Targets）イニシアチブ※の認証を取得しました。当社グループのScope１お
よびScope２の温室効果ガス排出量の削減目標について、「1.5℃目標」に見直して
います。
※ 企業の温室効果ガス排出削減目標が、パリ協定が定める水準と整合していることを認定する国際的イニシアチ
ブ

(2021年度実績は、第三者検証後にCSRサイトにて公開)
Scope１：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope２：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope３：Scope１、Scope２以外の間接排出（事業者の活動に関連する他社の排出）

リスク項目 対応策や機会

短期・中期的
■ 異常気象、気象パターンの変化

■ 水ストレスによる生産量減少

■ 気候変動に対応できる野菜品種の獲得・販売

■ 最小の水で生産できるトマト栽培システムの開発と利用

長期的

■ 炭素価格上昇

■ 生活者の行動変化

■ 生物多様性の損失

■ CO2排出削減目標の引き上げと達成に向けた取り組み

■ 環境配慮商品や認証品の積極的な開発

■ 生きものと共生する農業の提案と普及

項目 目標（2020年対比） 2020年度 実績(t)

Scope１及びScope２
2030年度までに2020年度の温室効果ガ

スの排出量を42％削減（1.5℃目標）
143,524

Scope３
2030年度までに2020年度の温室効果ガ

スの排出量を13％削減
1,315,239

●● カゴメ株式会社（1/2）有価証券報告書（2021年12月期） P34-36 
【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

当社は、商品の原料となる作物の栽培に水を使い、加工工

程でも多くの水を使用しています。活動する地域の水資源を

守るため、「カゴメグループ 水の方針」を制定し、それぞ

れの地域に合った対策を進めています。水リスクを把握する

ために行った調査では、米国の干ばつやオーストラリアの大

雨・干ばつのリスクが分かり、オーストラリアでは大雨のリ

スクが高い時期をずらしてトマトの栽培を行うなどのリスク

回避を行っています。干ばつの対策としては、冬に工場で使

用した水をダムに溜め、春に近隣農家に提供し、水の再利用
に努めています。また、生産量当たりの水の取水量を前年度比１％削減することを目

標としており、2021年度の国内工場では、生産量当たりの取水量を前年度比１％削減

しました。このような取り組みが評価され、2021年度は、国際的影響力のある環境非

営利団体CDPの水資源管理に関する企業調査「CDPウォーターセキュリティ2021」にて、

初めて最高位のAリストに選定されました。

④ 水の保全

カゴメグループの水の方針
1. カゴメグループおよび主要サプライ

ヤーでの水リスクを把握します

2. 地域の水資源を守るため、取水量の

削減に努め、水を大切に使用します

3. 使用した水は、きれいにして地域に

還します

4. 水リスクの高い事業所においては、

その地域に合った水の対策を推進し

ます

（１）

（３）

（２）

（１）戦略やリスク管理の概要を記載するとともに、各詳細情報の参照先
としてWebサイトの掲載箇所を記載

（２）GHG排出量（Scope1~3）の目標と実績を定量的に記載
（３）「水の保全」をマテリアリティ項目と定め、その取組みを定量的な

情報も含めて記載
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● 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（1/3）有価証券報告書（2022年3月期） P25-28 
【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋

（重要なリスク）

（1）気候変動に関するリスク

[当社グループにおける取り組み・体制等]

（中略）

・ガバナンス（気候変動マネジメント体制）

2021年度は、内部統制推進委員会での全社リスクマネジメントにおいても、「気候変

動」を重要リスクとして位置づけました。さらに、気候関連リスク・機会については、

TCFDのフレームワークに沿った分析・評価を実施し、より長期の気候関連リスク・機会

においての対策検討を進めました。

気候変動に関する当社グループの取り組みを主導するため、2020年11月に気候変動ア

クション推進委員会を設置しました。また、2021年10月１日付で「グリーンイノベー

ション推進室」をグリーン専任組織として新設し、気候変動アクション推進委員会を

リードしながら、当社グループ全体の取り組みを推進しています。
気候変動アクション推進委員会では、委員長である代表取締役副社長執行役員が、

気候変動に関する取り組みの最高責任を負っています。2021年10月時点では、気候変

動アクション推進委員会内に11のタスクフォースを設置し、各タスクフォースでは、

執行役員等がリーダーとして全社横断で関係者含めた取り組みを推進しています。

気候変動アクション推進委員会で協議した内容は取締役会へ報告され、取締役会は

重要な経営・事業戦略として議論、方針の決定に加え、気候変動問題への実行計画等

について監督を行っています。2022年度には、役員や社員の報酬と連動した気候変動

関連のKPIも設定し、目標達成に対する社員や経営層の関与の深化を図っています。

（１）ガバナンス体制について、各機関・組織の関係や「気候変動アクショ
ン推進委員会」の役割等を端的に記載

（２）シナリオ分析の概要を記載するとともに、詳細情報の参照先としてサ
ステナビリティレポートの掲載箇所を記載

・戦略（気候関連リスク及び機会に関する戦略）

当社グループは、以下<気候変動シナリオ分析の概要>記載のとおり気候変動シナリオの

分析を行い、気候変動に関するリスクと機会による影響を把握して、その結果を中期経営

計画(2022年度～2025年度)に取り込むことにより、サステナブルな社会の実現に向け、企

業・業界の枠を超えた革新的なサービスの提供をより一層推し進める戦略を遂行していま

す。

また、当社グループでは、事業活動に関わるあらゆるリスクを的確に把握し対応するた

め、全社的な視点でリスクマネジメントを統括・推進する役員を置くとともに、各部門と

グループ会社にCRO・リスクマネジメント推進責任者を配置しています。年2回内部統制推

進委員会を実施し、リスク低減に関する施策を討議するとともに、有効性に対する評価等

を行い、その結果を取締役会に報告しています。

半期に一度最高責任者の代表取締役副社長執行役員が気候変動アクション推進委員長及

び環境保護推進委員長として、各々の会議体を通じ、全社リスクマネジメントの中で気候

変動および環境全般に関するリスク管理を行っています。また、リスクの内容と顕在化し

た際の影響、及びリスクへの対応策に関しては表1（気候関連のリスク）をご参照ください。

<気候変動シナリオ分析の概要>

当社グループでは、気候変動に関する事業影響を把握し、気候関連リスク・機会に対す

る当社戦略のレジリエンスを評価することを目的として、シナリオ分析を実施しています。

2021年度は、パリ協定を踏まえて低炭素経済に移行する1.5℃シナリオと、現状予想され

る以上に気候変動対策が実施されない4℃シナリオを中心に分析を行いました。

1.5℃シナリオでは、カーボンプライシングが導入されるなどの気候変動対策が強化され

る一方、気候変動の物理的な影響は報告時点（2022年3月末）レベルにとどまり、それ以上

の深刻な影響は発生しないと仮定しました。4℃シナリオでは、気候対策は報告年レベルで

ある一方、異常気象の激甚化等の気候変動の物理的な影響が生じると仮定しています。

その結果、当社グループでは、1.5℃シナリオによる持続可能な社会では、社会の移行に

伴うリスクと機会の両方が影響しますが、それ以外のシナリオによる社会では、リスクの

影響が大きくなる可能性が高いことが分かりました。各シナリオによるリスク・機会は、

それぞれの影響度・発生可能性等を考慮し、事業戦略へ反映させています。

※気候変動シナリオの詳細は、サステナビリティレポートをご参照ください。

NTTデータ サステナビリティレポート2021 Databook : https://www.nttdata.com/jp/ja/sustainability/report/

［リスクの内容と顕在化した際の影響] 及び [リスクへの対応策]

・リスクと機会

当社グループは、シナリオ分析に基づき、気候関連リスク・機会による事業への影響を

評価し、その結果を気候変動戦略として事業戦略に反映することで、気候関連リスクへの

対応を進め、また気候関連の機会実現を図っています。

気候関連リスク・機会に関しては短期・中期・長期の時間軸を考慮し、財務的影響への

影響度を高・中高・中・低の4段階、発生可能性をほぼ確実・非常に高い・高い・低い、の

4段階で評価しています。気候関連リスク・機会の評価は「表1（気候関連のリスク）」及

び「表2（気候関連機会）」のとおりです。

※各評価項目の詳細は「表1（気候関連のリスク）」及び「表2（気候関連機会）」の注記参照

（１）

（２）
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【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋

項目 カ

テ

ゴ

リ

ー

期

間

※

1

影

響

度

※

2

発

生

可

能

性

リスクの内容と顕在化

した際の影響

財務上の

影響

（想定）

リスクへの対応策 対策費

投資額

※4

リ

ス

ク

1

「気候変

動」評価

が低いこ

とによる

評判低下

リスク

移

行

リ

ス

ク

・

評

判

短

期

高 ほ

ぼ

確

実気候変動への対応が遅れる

ことで、海外ESG投資家や

国内金融機関からの評価が

下がる。仮に海外投資家と

国内金融機関からの評価が

下がり、株価時価総額が1%

下落した場合の株価影響額

として試算

株価時価総額

（期末時点）

▲340億円

NTTデータグループのサ
プライチェーンを通じ
た脱炭素や、お客様・
社会のグリーン化の対
応加速に向けた専任組
織としてグリーンイノ
ベーション推進室※3を
設置し、気候変動アク
ション推進委員会によ
る活動を推進。グリー
ンイノベーション推進
室による活動費・イノ
ベ ー シ ョ ン 投 資 額
（2022年度〜2025年度
累計）を計上

50億円

リ

ス

ク

2

異常気象

による災

害リスク

増加

物

理

的

リ

ス

ク

・

急

性

短

期

中

高

ほ

ぼ

確

実

IPCC第6次報告書の地域毎

リスクが高い場所にも拠点

があり、ハザードマップ等

から様々な対策を講じて、

事業継続性を確保している。

仮に、台風により、首都圏

を中心とする主要なデータ

センタの通信等が5日間ダ

ウンした場合の売上影響額

を試算

売上影響

▲130億円

データセンタ・オフィ
ス・通信等のBCPを最大
限高めている。事業継
続性のためのデータセ
ンタ、リモートアクセ
ス・メンテナンス環境
等の増強・更改費用
（2022年度〜2025年度
累計）計上

80億円

リ

ス

ク

3

カーボン

プライシ

ングによ

るコスト

増加

移

行

リ

ス

ク

・

規

制

長

期

中

高

ほ

ぼ

確

実

グローバル社会で2050年ま

でのネットゼロ対応が社会

的コンセンサスとなり、企

業へも法令等による対応要

請が高まる。2022年度〜

2040年度までの残存排出量

に対し、国際エネルギー機

関IEAネットゼロシナリオ

のカーボンプライスを掛け

てコスト影響額を試算
※2022年度～2040年度

累計 700億円

営業利益

影響

▲70億円

※4

省エネによる炭素排出
削減、再エネ導入によ
る自社サプライチェー
ンの脱炭素化を推進。
省エネ対応・再エネ導
入等への投資額（2022
年度〜2025年度累計）
を計上

50億円

表1（気候関連のリスク）

● 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（2/3）有価証券報告書（2022年3月期） P25-28 

・ リスク・機会の項目ごとに期間、影響度、発生可能性、影響額試算に当
たっての前提、財務上の影響、対応策等を定量的な情報を含めて具体的に
記載

項目 カ

テ

ゴ

リ

ー

期

間

※

1

影

響

度

※

2

発

生

可

能

性

機会の内容と影響 財務上の影

響（想定）

機会実現の対応

策

投資額

※4

機

会

1

サステ

ナビリ

ティ関

連オ

ファリ

ング創

出ニー

ズ増加

製

品

・

サ

ー

ビ

ス

短

期

高 非

常

に

高

い

お客様の脱炭素の取り組み

が加速し、各種産業におけ

るサステナビリティ関連ビ

ジネスの拡大および、技術

革新によるデジタル技術適

用の機会増加を想定。2025

年度のサステナビリティ関

連の新規オファリング創出

による売上高を影響額とし

て試算

2025年度

売上影響

＋2,000億円

社会全体や各企

業における気候

変動の適応と緩

和等に貢献する

技術開発やサス

テナビリティ関

連オファリング

の創出に向けた

投資額を計上

320億

円

機

会

2

サステ

ナブル

な社会

実現の

ための

コンサ

ルティ

ング

サービ

ス増加

製

品

・

サ

ー

ビ

ス

短

期

中

高

非

常

に

高

い

各種産業におけるサステナ

ビリティ関連ビジネスの拡

大に伴い、コンサルティン

グサービスの機会増加を想

定。当社全体のコンサル

ティング売上高のうち、サ

ステナビリティ関連のビジ

ネスが占める割合を想定し

影響額を試算

2025年度

売上影響

＋200億円

サ ス テ ナ ビ リ

ティ関連のコン

サルティング人

財創出・育成投

資や関連する環

境整備等コンサ

ルティング強化

施策に関連する

投資を計上

40億円

機

会

3

レジリ

エント

なクラ

ウドへ

のニー

ズ増加

製

品

・

サ

ー

ビ

ス

短

期

高 非

常

に

高

い

台風や局地的豪雨等の異常

気象の増加に加え、脱炭素

化要請の高まりから共同利

用・機器集約による省エネ

や再生可能エネルギー導入

等が進み、レジリエントか

つ脱炭素に貢献するクラウ

ドへの移行ニーズが増加す

ると想定。当社全体のクラ

ウド関連売上の増分を影響

額として試算

2025年度

売上影響

＋1,500億円

クラウド関連の

技 術 開 発 や グ

ローバルデリバ

リセンタ強化な

どのクラウド関

連投資額を計上

190億

円

表2 （気候関連機会）
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※1 期間の定義は以下のとおりです。

※2 影響度の定義は以下のとおりです。

※3 2022年7月よりサステナビリティ経営推進部として、取り組み範囲を拡大し、グローバル一体での
気候変動対応を推進

※4 2022年度～2025年度の累計額

【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋

評価内容 期間 備考

短期 〜2025年度まで 2022年度に2025年度までの短期目標・削減計画を設定・策定済

中期 ～2030年度まで SBT認定の2030年までの中期目標を設定済

長期 ～2050年度まで NTTDATACarbon-neutral Vision2050として長期目標を設定済

評価内容 影響金額

高 売上高1000億以上、営業利益100億円以上、または株価影響100億以上

中高 売上高100億円以上～1000億円未満、営業利益10億円以上〜100億円未満

または株価影響10億円以上～100億円未満

中 売上高10億円以上～100億円未満、営業利益1億円以上〜10億円未満、ま

たは株価影響1億円以上～10億円未満

低 売上高10億円未満、営業利益1億円未満、または株価影響1億円未満

項目 対策費・投資額

リスク1 「気候変動」評価が低いことによる評判低下リスク 50億円

リスク2 異常気象による災害リスク増加 80億円

リスク3 カーボンプライシングによるコスト増加 50億円

機会1 サステナビリティ関連オファリング創出ニーズ増加 320億円

機会2 サステナブルな社会実現のためのコンサルティングサービス増加 40億円

機会3 レジリエントなクラウドへのニーズ増加 190億円

気候関連投資予定総額 約730億円

・資本配備
新中期経営計画期間（2022年度～2025年度）における気候関連の対策費・投資額の予定は、「表1（気

候関連のリスク）」及び「表2（気候関連機会）」の「対策費・投資額」のとおりです。（以下再掲）

● 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ（3/3）有価証券報告書（2022年3月期） P25-28 

• シナリオ分析における期間及び影響度の定義を具体的に記載
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【事業等のリスク】 ※ 一部抜粋
③ リスク管理

当社は、グループの経営理念・パーパスおよび経営計画における目指す姿の実現に向け

て、その達成確度を高めるためにリスクアペタイトフレームワークを構築し、「取るリス

ク」、「回避するリスク」を明確にしております。自然災害リスクについても、リスクア

ペタイトを明確化するとともに、自然災害が発生した場合に想定される保険金支払を気象

学等の科学的知見や当社商品特性を踏まえて定量的に把握したうえで、財務健全性や収益

性、利益安定性への影響、再保険マーケットの動向等をふまえて、再保険方針およびグ

ループ全体のリスク保有戦略を策定し、管理しております。

気候変動リスクは、戦略的リスク経営（ＥＲＭ）のリスクコントロールシステムの重大

リスク管理、自己資本管理、ストレステスト、リミット管理、流動性リスク管理の枠組み

において、多角的なアプローチでコントロールしております。詳細は、「(1) 主要なリス

クの管理体制・枠組み」をご参照ください。

ア．気候変動リスクフレームワーク（気候変動リスクの特定、評価および管理）

自然災害リスクを含む気候変動リスクに関しては、気候変動が保険事業以外を含めた当

社グループの事業の様々な面に影響を及ぼすこと、その影響が長期にわたり、不確実性が

高いことを踏まえて、既存のリスクコントロールシステムを補完し、長期的な気候変動が

様々な波及経路を通じて当社グループに影響を及ぼすシナリオを深く考察してリスクを特

定・評価および管理するための気候変動リスクフレームワークを構築しております。

気候変動リスクフレームワークでは、気候変動の複雑な影響を捕捉するために、以下の

３ステップで評価を行い、「② 気候関連のリスクと機会への対応（戦略）」で述べたリ

スクと機会を整理しております。

● ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社（2/2）有価証券報告書（2022年3月期） P30-35 

2022年は、探索的評価と位置づけて、ＩＰＣＣ、世界経済フォーラムなど外部機関の研究

成果を踏まえて、起こり得る政策的移行パターン（下表）を想定したリスク評価を行い、気

候変動リスクマップとして可視化しました。

Ａ．緩やかに移行

温暖化の進行により広い地域が熱波に襲われ、深刻な食糧危

機や水不足が発生。甚大な自然災害の頻発から死亡率も上昇

政治的不安定から地域紛争、テロ拡散、難民の増大。

Ｂ．直ちに大幅な移行

脱炭素政策の急激な推進によって化石燃料価格が高騰し、産

業空洞化や急激なインフレ等からG７諸国の経済に大きな悪

影響を及ぼす。

Ｃ．各国が異なるスピードで移行
各国・地域が異なるスピードで政策的・技術的移行を進める

ため、地政学的・経済的な摩擦や各国間の格差が拡大。

気候変動リスクマップは、継続的なモニタリングが必要なリスクを可視化したもので、

主に保険引受および資産運用に影響を与えるリスクの影響度、可能性、発現時期、傾向な

どを俯瞰することで、取締役会および執行の諸機関における気候変動に関する議論の活発

化を図ってまいります。

イ．既存のリスク管理フレームワークとの統合

気候変動リスクフレームワークで捉えたリスクの認識は、重大リスクの「主な想定シナ

リオ」に反映して管理を行い、また、気候変動との間で相互に影響を与える事象である

「生物多様性の喪失」はエマージングリスクとして調査研究を行っております。（下表）

気候変動に関連する重大リスク等と主な想定シナリオ

重大リスク・エマージングリスク 気候変動に関連する主な想定シナリオ

気候変動リスク（物理的リスク）
台風・ハリケーンの激甚化または頻度増加による火災保険

等の保険金支払い、再保険コストの増大。

気候変動リスク（移行リスク）
脱炭素に向けた政策・法規制の強化、技術革新の進展によ

る株式・債券の価格変動など。

事業中断リスク
想定シナリオを超える大規模自然災害等の発生に伴う重要

業務停止の長期化、人命被害など。

パンデミック
森林減少や永久凍土の融解による重大な新興感染症パンデ

ミックの発生増加。

生物多様性リスク
気候変動に伴う生態系の破壊などにより生物多様性が毀損

農作物の生育などに悪影響が及ぶ。

また、気候変動リスクフレームワークを通じて得られた知見を、既存のリスクコント

ロールシステムの枠組みである自己資本管理、ストレステスト、リミット管理、流動性

リスク管理に反映させていく事で、リスク管理全体の高度化を図ってまいります。

（１）

（２）（中略）

（１）リスクの特定、評価及び管理の方法を端的に記載
（２）リスクを影響度と発生可能性の観点で整理し、「気候変動リスクマッ

プ」として平易に記載

「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例
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≪リスク管理≫
当社グループでは、事業に係るリスクを統括するリスク管理委員会においてリスクを洗い出し分類

したうえで、所管する分科会、コントロールの内容などを定め、影響度や頻度等を可能な限り計量化

して評価し、それらの優先順位や対応方針を策定・実施し、定期的に見直しを行っております。

気候関連のリスクに関しては、気候変動リスク分科会において、評価やコントロールを検討し、リ

スク管理委員会に報告しております。決定された施策に関しては、評価したリスクの重要性に応じて

サステナビリティ委員会、経営会議、取締役会に上程され、審議・決定し、サステナビリティ推進会

議と連携し、グループ全部門へ展開されております。中期経営計画の施策として取り上げられたもの

は、各部門の執行計画に組み込み、進捗を管理しております。

≪指標と目標≫

■当社グループサプライチェーン排出量

● 三機工業株式会社（1/1）有価証券報告書（2022年3月期） P15-16 
【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

■リスクと機会

－ SANKIカーボンニュートラル宣言 －

三機工業グループは、世界が直面する気候変動問題に真摯に取り組み、

グループ自らの温室効果ガス排出量（Scope1,2）においては2030年までに、

サプライチェーンを含む温室効果ガス排出量（Scope1,2,3）においては2050年までに

カーボンニュートラルを目指します。

（１）

（２）

（１）リスク・機会の項目ごとに影響度、時間軸、事業への影響、対応策を端
的に記載

（２）GHG排出量（Scope1~3）の実績を記載するとともに、Scope3はカテ
ゴリーごとの内訳も記載

「サステナビリティ情報」 １．「環境（気候変動関連等）」の開示例
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● 株式会社サンゲツ（1/1）有価証券報告書（2022年3月期） P16-17 
【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 ※ 一部抜粋

・GHG排出量（Scope１＆２）：カーボンニュートラル（2031年３月期目標）
・エネルギー使用量 ： 4.0％ 削減（2018年度比）
・廃棄物総廃棄量 ： 4.0％ 削減（2018年度比）
・リサイクル率 ： 83.0％ 以上

４）指標と目標

当社では、中期経営計画（2020-2022）［ D.C.2022 ］において、事業活動（Scope1＆2）

における環境負荷の低減に向けた定量目標を設け、取り組みを進めています。目標と2021年

度（速報値）までの進捗は、以下の通りです。

①環境負荷低減に向けた定量目標

2023年３月期目標

単位 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
2021年度
（速報値）

GHG排出量（Scope１＆２） t-CO2 8,220 8,118 6,638 6,233 5,992

エネルギー使用量 GJ 132,292 127,535 127,178 127,681 125,355
廃棄物総廃棄量 t 3,688 3,695 4,195 4,098 4,283
リサイクル率 t 67.2 75.0 80.1 81.5 85.0

②上記目標における進捗状況（単体）

③今後の取り組み

2030年度の当社単体でのカーボンニュートラル実現に向けて、設備更新などでの

「省エネ」、太陽光発電設備導入による「創エネ」、再生エネルギー調達による

「再エネ」、植林・電力証書・排出権などでの「オフセット」などを計画的に実行

してまいります。

GHG排出量カーボンニュートラルに向けた計画値

（１） （２）

（１）定量目標としてGHG排出量に加え、エネルギー使用量、廃棄物総廃棄
量、リサイクル率を設定し、それぞれの推移状況を定量的に記載

（２）カーボンニュートラルに向けた各年度のGHG排出量の計画値を図示し
ながら平易に記載
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・企業情報の開示に関する情報（記述情報の充実）

URL：https://www.fsa.go.jp/policy/kaiji/kaiji.html

QRコード：

→「企業情報の開示に関する情報（記述情報の充実）」には、主に以下の内容を掲示

 記述情報の開示の好事例集

 記述情報の開示に関する原則

 企業内容等の開示に関する内閣府令および企業内容等開示ガイドライン等

 金融審議会「ディスクロージャーワーキング・グループ」（報告書等）

【参考】企業情報の開示に関する情報（記述情報の充実）
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ご清聴ありがとうございました。

金融庁広報誌

アクセスFSA
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